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連載 Human Resources Metrics 人材に関するマネジメント指標 

２回目「労働生産性」 

カタナ・パフォーマンス・コンサルティング株式会社 代表取締役 宮川雅明 

 

１． 機械化やシステム化をしたら労働生産性はあがるのだろうか？ 

先ずは労働生産性という概念から理解したい。一言で言えば、一人ひとりの付加価

値（額）である。付加価値とは企業が別途生み出した価値のことで後述する。 

単純に考えても、一人ひとり付加価値は大きい方がいいというのはわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さて、機械化やシステムを導入すればどうなるかであるが、労働生産性に式に固定

資産を図のように加えることで、労働装備率と設備装備率に分解することができ

る。一般的には固定資産で計算するモデルが多いが、工場においてはＦＡの重要部

分にシステムがあり、それは資産である。営業情報システムも資産である。システム

は業務遂行する上で恒常的手段として、業務インフラとして使用されている。また、

その投資額も大きい。よって、有形固定資産のみに限定しないこととした。 

500 億円 労働生産性⇒ 1
500 人

400 億円 労働生産性⇒ 0.8
500 人

500 億円 労働生産性⇒ 1.3
400 人  

労働生産性の３つの数値を示したが、時系列で変化を見ることが大切である。さて、

最初の問い「機械化やシステム化をしたら労働生産性はあがるのだろうか？」であ

るが労働装備率を高めれば、一人ひとりは武装化される。一方で、設備生産性は下
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がることになる。つまり、単に機械化やシステム化をしても労働生産性はあがらな

いということである。ではどうするか。投資に応じた人員にするということ。もう一

つは付加価値を高める、つまり利益をあげるということになる。前者は設備投資に

応じた成果を人員という形できちんと成果を収穫するということである。インプッ

トの話しである。合理化投資であれば人員もそれに応じて少なくなっているはすで

ある。ＥＲＰといったホワイトカラー生産性に繋がるシステムであれば間接人員は少

なくなっているはずである。 

後者はアウトプット向上の話である。新商品のラインであれば、その規設備投資は

売上向上に繋がるはずである。販売やマーケティングに関するシステムであって

も同様で、その成果を検証する仕組みを持って投資意思決定をしないといけない。 

 

２． 付加価値とは何か 

付加価値/売上高といった方がよい。付加価値が誰に「分配」されたかを見るもの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高

売上原価

売上総利益

販売費一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前当期純利益

法人税及び住民税

当期純利益
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付加価値とは企業活動
において企業内に新し
い価値をどれだけ生み
出したか。どれだけ少な
い資源でどれだけ多く
の付加価値を生んだの
かを示す。

人件費

金融費用

減価償却費

賃借料

租税公課

法人税等充当額

当期利益

付加価値合計

付加価値率＝付加価値
額÷売上高（どれだけ
付加価値の高い製品を
手がけているか）

利益分配率＝利益÷付
加価値（収益の余力が
わかる）

労働分配率＝（人件費
＋労務費）÷付加価値
（賃上げ余力、合理化の
程度がわかる）

労働生産率＝付加価値
÷従業員数（一人当たり
付加価値、労働集約度
がわかる）

(数値はイメージ）

（付加価値の計算）
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先述したように付加価値とは企業が別途生み出した、つまり支払ったものである。

金利や賃借料は金融会社や不動産会社などに「分配」をしたのである。人件費は人

に「分配」したという意味である。税金は社会に「分配」したものである。 

売上が少なければ分配することができず、金利も給与も払えない。現状を維持す

るのなら、別途調達をするしかないが、これを繰り返せば、経営は行き詰る。 

尚、付加価値の計算の方法は日本銀行や経済産業省、中小企業庁などで提示され

ているのでネットなどで確認していただきたい。 

 

３． 労働分配率 

人件費（間接系）、労務費（売上原価の中、工場・直接系）、役員給与の３つが含まれ

る。付加価値がみえると労働分配率が見えてくる。表のモデルをみると、労働分配

率が０．５であることがわかる。この労働分配率が高いということは給与のウェート

が高いということを意味し、賃上げの余力がないということを意味する。 

この労働分配率は業種によって大きくことなる。私のようなコンサルティング会社

では設備は殆ど持っていないので労働分配率は高くなる。賃借料がべらぼうに高

いオフィスに入っていれば多少は低くなるだろうが、その分をコンサルティングフィ

ーにオンされてはクライアントも困るだろう。 

減価償却費が高くなれば労働分配率が低くなる。つまり設備投資をすれば低くな

るということである。設備提供者におおく「分配」されていることになる。重要なこ

とは何故そのような結果になったのかという原因を把握することである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弊社の下記サイトから、労働分配率などのシミュレーションができる簡単なエクセ

ル表がダウンロードできます。 

http://www.kpci.jp/publish/cat58/ 

 

カタナ・パフォーマンス・コンサルティング株式会社 http://www.kpci.jp/ 

人件費等

金融費用

減価償却費

賃借料

租税公課

法人税等充当額
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付加価値合計
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